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令和２年度フォローアップ調査結果（概要）
・調査期間：令和2年9月25日～10月15日
・調査企業：以下８団体の会員企業 1,803社を対象
一般社団法人日本金型工業会 一般社団法人日本金属熱処理工業会
一般社団法人日本金属プレス工業協会 一般社団法人日本ダイカスト協会
一般社団法人日本鍛造協会 一般社団法人日本鋳造協会
一般社団法人日本鋳鍛鋼会 日本粉末冶金工業会

・回答企業：受注側 680社（前年度608社）
・回答率：37.7％（前年度33.2％ ）
・回答者の属性

取引上の位置付け 中小企業比率 昨年度売上高
完成品

メーカ・

完成車

メーカ, 

2.9%
1次下請, 

30.0%

2次下請, 

47.8%

3次下請, 

15.9%

4次下請

より川上

の下請, 

3.3%

中小企業, 

92.8%

大企業, 

7.2%

0.0% 2.5%
5.2%

42.8%37.7%

10.2%

1.6%
1000万円以下

1000万円超5000万円以下

5000万円超1億円以下

1億円超10億以下

10億円超100億円以下

100億円超1000億円以下

1000億円超
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令和２年度フォローアップ調査結果（概要）

概観
✔「原価低減要請の改善」については、約5割が実施済だが昨年から改善して
いない。また、依然として改善が進まない企業では、コスト低減要求の慣
習化や合理的な理由の説明がない要請などが課題。

✔「労務費や原材料等の価格転嫁」については、原材料の転嫁に比較し、労
務費、エネルギー価格の変動はあまり反映できていない。

✔「型管理の適正化」については、１年前と比較して約6割が改善・やや改善。
ただし、型の廃棄は約5割、発注側負担での型保管費用は約3割が概ね実
施・一部実施であり、昨年と比較して取組が停滞。更なる進展に向け、発
注側の理解や実効的ルールの運用徹底が求められる。

✔「代金支払いの適正化」については、改善は見られず、割引料等の負担に
ついては若干の悪化。また手形支払のサイトも「120日以内」が増加。
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令和２年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取り組み①合理的な価格決定

＜原価低減要請の改善状況＞
○原価低減要請があったとの回答は減少したが過半を占める。望ましくない原価
要請を行わないことの徹底も大きな改善は見られない。

○原価低減要請の課題として、コスト低減要求の慣習化等が約4割、一律○％など
合理的な理由のない要請が約2割で問題視されている。

望ましくない原価低減要請を行わないこと
が発注企業側で徹底されているか

２０１９年４月以降の原価低減要請の有無 原価低減要請に関する課題、問題

49.5%

49.6%

37.7%

35.2%

12.8%

15.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020

2019

実施済 実施中 未実施

54.4%

58.0%

39.5%

35.2%

6.0%

6.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020

2019

要請があった
要請はなかった
原価低減要請を行う取引を行っていない

42.2%

21.2%

31.9%

5.5%

11.2%

19.9%

4.9%

42.3%

20.1%

34.8%

5.4%

11.7%

19.6%

4.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

課題、問題は特にない

合理的な理由の説明のないコストダウンを要

請

コスト低減要求が慣習化、取引先（発注事業

者）の調達・購買部門の経営目標化

別の発注側企業を理由に、更なる製品単価の

引き下げを要請

要請を受け入れないと、今後の取引に悪影響

がある旨を示唆

調達・購買部門担当のみとの交渉となり、原

価や技術力、企業努力等を協議できない

その他
2020 2019
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＜労務費、原材料等の価格転嫁＞
○単価決定・改定への反映について、特に労務費、エネルギー価格の変動は反映
できたとの回答が少ない。

○反映できなかった主な理由としては、「発注事業者に要請しなかった」が約8％
増えたほか、「要請したが協議をしてもらえなかった」も同程度増加している。

双方合意の結果を反映できなかった主な理由単価決定・改定にあたり、双方合意の結果を反映
できたと考える項目

24.7%

37.3%

11.2%

2.9%

57.9%

49.6%

6.2%

10.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020

2019

発注側事業者と協議をしたが、十分な結果が得られなかった

発注側事業者に要請したが、協議をしてもらえなかった

発注側事業者に要請しなかった

その他

令和２年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取り組み①合理的な価格決定

21.9%

14.2%

36.5%

18.3%

31.1%

15.8%

23.8%

17.8%

27.4%

46.0%

24.7%

44.6%

19.6%

24.1%

15.0%

19.3%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

1)取引先の寄与度等を考慮した合

理的な原価低減活動の効果

2)最低賃金や人手不足等を理由と

した労務費の変動

3)原材料価格の変動

4)電気料金や燃料費などのエネル

ギー価格の変動

概ね反映できた 一部反映できた
あまり反映できなかった 該当なし
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＜型管理の適正化実施状況＞
○型廃棄について実施・一部実施できたは約5割、保管費用負担は約3割となって
おり、いずれも昨年から減少。

○一方、1年前との比較では約6割で改善・やや改善。「申請への回答」、
「不要型廃棄の実現」、「保管費用の支出」の改善が昨年と比較し増加。

取引先による保管
費用の負担

保管期間を過ぎた型
の返却や廃棄の促進

型管理の適正化に関する取組の実施状況 1年前からの改善状況

12.1%

11.9%

41.4%

46.6%

40.3%

36.4%

6.2%

5.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020

2019

概ね取組を実施できた（80～100%）

一部取組を実施できた（40～80%）

あまりできなかった（0～40%）

該当なし

8.6%

9.2%

21.4%

24.0%

58.3%

58.5%

11.8%

8.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020

2019

概ね取組を実施できた（80～100%）

一部取組を実施できた（40～80%）

あまりできなかった（0～40%）

該当なし

令和２年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取り組み②型管理の適正化

6.7%

9.6%

51.1%

53.3%

33.9%

31.1%

8.3%

6.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020

2019

改善された やや改善された 改善されていない 型管理の課題はない

7.0%

18.1%

24.1%

7.7%

7.0%

15.9%

22.1%

6.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

発注側から能動的な取組があった

型の管理に関する申請に対して、回答が

得られるようになった

不要な型の廃棄が実現した

型の保管費用を発注側から支出された

2020 2019



6

＜発注側の型管理マニュアル整備状況及び型削減への課題＞
○発注側における型保管に関するルール、マニュアル整備状況は、昨年と比較して
大きな変動なく、未実施が3～4割存在。

○型の増加抑制・削減に向けた課題として、発注側企業の理解、実効的なルールの
浸透等への対応が求められる。
発注側企業における型保管に関するルールやマニュアル
の整備状況

必要な費用の負担

保管義務期間

型の返却や廃棄の基準

より円滑に型の増加抑制及び削減を進めるための課題

30.4%

24.6%

41.9%

22.8%

17.4%

12.5%

27.7%

2.0%

2.5%

28.1%

22.9%

40.1%

24.6%

14.2%

13.2%

26.9%

2.2%

0.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

実効的なルールやマニュアルの策定、明確化

ルールやマニュアルの浸透、運用の徹底

発注側企業の理解

発注側企業の調達担当者の知識向上

貴社の営業担当者の交渉や説明能力の向上

協議頻度の増加、ルール化

発注側企業からの協力的な対応

その他

課題なし
2020 2019

13.1%

14.8%

48.0%

45.0%

34.3%

37.2%

4.6%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020

2019

実施済 実施中 未実施 該当なし

12.6%

13.3%

44.2%

46.1%

39.1%

38.0%

4.0%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020

2019

実施済 実施中 未実施 該当なし

13.0%

14.3%

54.6%

51.8%

28.1%

31.1%

4.3%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020

2019

実施済 実施中 未実施 該当なし

令和２年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取り組み②型管理の適正化
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令和２年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取り組み③下請代金支払の適正化

＜手形支払いの割合とサイト＞
○手形等での支払いは総じて大きな変化なし。割引料等のコストは概ね受注者側負
担が約7割を占めており、昨年より増加。

○手形等のサイトは昨年と比較して改善しておらず、120日以内が増加。

下請代金を手形等で支払われている割合

現金化にかかる割引料等のコスト

下請代金を手形等で支払われている場合、手形等のサイト

15.6%

16.9%

13.7%

13.9%

21.0%

20.0%

21.1%

17.4%

27.2%

28.7%

1.3%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020

2019

全て現金払い 10%未満 10～30%未満

30～50%未満 50%以上 全て手形払い

18.0%

20.7%

13.6%

15.6%

68.4%

63.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020

2019

概ね勘案されている（概ね発注者側負担）

一部勘案されている（一部発注者側負担）

あまり勘案されていない（概ね受注者側負担）

0.5%

5.5%

26.3%

63.6%

4.1%

0.8%

7.9%

27.7%

57.7%

6.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

30日（1ヶ月）以内

60日（2ヶ月）以内

90日（3ヶ月）以内

120日（4ヶ月）以内

120日（4ヶ月）超

2020 2019
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35.6%

31.0%

39.3%

40.0%

25.1%

29.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020

2019

実施済 実施中 未実施

＜取引ガイドラインの徹底＞
○取引ガイドラインに掲げられている問題視されやすい行為を行わないことを発注
側が徹底しているかについては、昨年と比較して若干の改善傾向。

○項目ごとに見ると、配送費用の負担、検収遅延が減少しているが、その他の項目
では大きな変化はない。

取引ガイドラインに掲げられている問題視
されやすい行為を行わないことの（発注側
の）徹底

徹底されていない項目

令和２年度フォローアップ調査結果と分析
重点課題に対する取り組み③下請代金支払の適正化

27.1%

27.2%

10.4%

0.6%

17.0%

5.8%

19.9%

0.7%

3.2%

1.3%

30.9%

27.8%

10.0%

3.4%

25.3%

5.9%

22.4%

1.1%

3.9%

2.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

配送費用の負担

発注内容の変更に伴う負担

発注時の数量と納品数量の食い違い

受領拒否

検収遅延

有償支給材の早期決済及び在庫保管

図面・ノウハウの流出

消費税の転嫁

書面交付義務

トンネル会社を使った下請法逃れ

2020 2019
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令和２年度フォローアップ調査結果と分析
働き方改革・天災等への対応、その他

＜働き方改革の影響＞
○発注側の働き方改革の影響は6割がないと答える一方、急な対応依頼、短納期発
注が増加との回答が約2割存在。

＜天災等への対応＞
○BCPの策定、BCMの実施は、約3割が未実施。
○新型コロナウイルス感染拡大の影響は約7割で該当なしである一方、価格決定に
おいて約2割が影響を受けている。

発注側企業の働き方改革による影響
BCPの策定、BCMの実施

63.5%

18.7%

23.0%

2.6%

2.0%

0.3%

1.3%

2.8%

66.1%

15.9%

19.4%

3.4%

1.4%

1.2%

2.8%

2.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

特に影響はない

急な対応の依頼が増加

短納期での発注の増加

検収の遅れ

支払決済処理のズレによる入金の遅れ

従業員派遣を要請された

発注業務の拡大・営業時間の延長

その他 2020 2019

18.4%

14.0%

49.4%

53.9%

32.2%

32.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2020

2019

実施済 実施中 未実施

17.5%
7.7% 4.0%

70.8%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

価格決定 型管理 支払条件 該当なし

新型コロナウイルス感染拡大の影響
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